
4.6 マルチモデル天気ガイダンス

4.6.1 はじめに
数値予報開発センターでは、高精度でシームレスな

5日先までの予測と誤差情報の作成を目的として、複
数の数値予報結果や観測データをAI技術の活用によっ
て最適に組み合わせるマルチモデルガイダンスの開発
を 2018年度から行っている (気象庁 2021)。天気ガイ
ダンスについては、Deep Neural Network(DNN)を用
いて複数の数値予報結果を組み合わせるガイダンスの
開発を 2022年度に開始した。既存のガイダンスを上回
る予測精度を持つことが確認できたため、2024年 4月
にマルチモデル天気ガイダンスの部内試験運用を開始
した。ここではマルチモデル天気ガイダンスの仕様と
作成手法、検証結果等を述べる。

4.6.2 仕様
表 4.6.1にマルチモデル天気ガイダンスの仕様を示
す。マルチモデル天気ガイダンスは日本周辺の海上も
含めた 5 km格子で 3時間毎の天気（晴れ、曇り、雨、
雨または雪、雪）を予測する。マルチモデル天気ガイ
ダンスは GSM, MSM, LFMを入力としており、1日
12回、GSMとMSMの初期値更新の都度、その時点
で最新のモデルを用いて実行する。ただし、LFMにつ
いてはMSMと同じ初期時刻を用いる。
以下では初期値の区別のため、00UTC初期値のGSM

作成後に実行したマルチモデルガイダンスを 00g初期
値、03UTC初期値のMSM作成後に実行したマルチモ
デルガイダンスを 03m初期値などと呼ぶ。

4.6.3 作成手法
マルチモデル天気ガイダンスは、GSM, MSM, LFM

の気温 (SURF, 925, 850, 700 hPa)、湿数 (SURF, 925,

850, 700, 500, 400, 300 hPa)、前 3時間降水量を入力
として、DNN(ResNet) を用いて天気を分類する（図
4.6.1）。格子毎に各天気（晴れ、曇り、雨、雨または雪、
雪）の確率を計算し、最も確率の高い天気をその格子の
天気として出力している。ネットワークの学習には推計
気象分布（天気）を用いた。FT=9まではGSM, MSM,

LFMを利用して、FT=39（00,12UTCは FT=78）ま
では GSM, MSM を利用して、FT=132までは GSM

のみを利用してネットワークを作成している。また、
FT=132までの全ての予報時間で GSMのみを利用し
たネットワークと、FT=39（00,12UTCはFT=78）ま
での全ての予報時間でMSMのみを利用したネットワー
クも作成し、単独のモデルでの DNN天気ガイダンス
も作成できるようにしている。
表 4.6.2に学習時のハイパーパラメータを示す。ネッ
トワークの学習用には 2017～2019年、検証用には 2020

年、最終的なモデルの予測精度を確認するためのテス
ト用には 2021年のデータを用いた。天気分類では晴

表 4.6.1 マルチモデル天気ガイダンスの仕様
予測領域 日本周辺の格子間隔 5 kmの 484 ×

604格子
予測要素 晴れ、曇り、雨、雨または雪、雪の天

気分類
初期時刻 全 12 初期値 (00m, 00g, 03m, 06m,

06g, 09m, 12m, 12g, 15m, 18m, 18g,

21m)

予報時間
と間隔

FT=132 まで 3 時間間隔（ただし
00m, 06m, 12m, 18m は FT=126、
03m, 09m, 15m, 21mは FT=129ま
で）

説明変数

GSM, MSM, LFMの以下の予測値
• 気温 (SURF, 925, 850, 700 hPa)

• 湿数 (SURF, 925, 850, 700, 500,

400, 300 hPa)

• 前 3時間降水量
目的変数 推計気象分布（天気）
層別化 FT=9まではGSM, MSM, LFMを、

FT=39（00,12UTCはFT=78）まで
は GSM, MSMを、FT=132までは
GSMのみを利用したネットワークを
使用。

表 4.6.2 学習時のハイパーパラメータ
学習用期間 2017～2019年
検証用期間 2020年
テスト用期間 2021年
損失関数 Class-Balanced Loss

最適化アルゴリズム Adam

学習率 1e-3

バッチサイズ 64

エポック数 50

れや曇りの事例が多く、雪は事例が少ないなど、デー
タ数に偏りがあるため、損失関数には Class-Balanced

Lossを用いた。最適化アルゴリズムはAdamで、学習
率は 1e-3とした。バッチサイズは 64、エポック数は 50

で、検証用データに対する損失関数が最小となったエ
ポック時点でのパラメータを採用した。

4.6.4 検証結果
マルチモデル天気ガイダンスの検証結果を示す。検
証期間は 2021年の 1年間で、推計気象分布を利用し
た面的検証と、地上実況気象通報の天気を利用した地
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図 4.6.1 DNN天気ガイダンスの作成手法。畳み込み層 (CONV)のカーネルサイズは 1× 1で、バッチノーマライゼーション
(Batch Norm)を行う。中間層の活性化関数には ReLUを用いて、出力層は確率値を予測するため Softmaxを用いる。出力
のチャネル数を「ch=」で示し、途中の中間層を飛び越える矢印はスキップコネクションを示す。

GSM天気ガイダンス
MSM天気ガイダンス

マルチモデル
天気ガイダンス

GSMお天気マップ

MSM
お天気マップ

図 4.6.2 天気別の BI（上段）と ETS（下段）。左：面的検証、右：地点検証の結果。赤線はマルチモデル天気ガイダンス、紫
線は GSM天気ガイダンス、青線はMSM天気ガイダンス、灰線は GSMお天気マップ、緑線はMSMお天気マップの検証
結果を示す。

点検証を実施した1。比較対象として、数値予報ルーチ
ンのGSM天気ガイダンスとMSM天気ガイダンスや、
GSMお天気マップとMSMお天気マップの検証結果も
示す2。図 4.6.2 に天気別のバイアススコア (BI) とエ
クイタブルスレットスコア (ETS)を示す。予報時間は
FT=6～39での検証結果。面的検証、地点検証ともに
マルチモデル天気ガイダンスのBIが概ね 1に近くなっ
ている。特に現ルーチンの GSM,MSM 天気ガイダン
1 マルチモデル天気ガイダンスは推計気象分布を目的変数と
していて有利となるため、地点検証も実施した。
2 天気ガイダンスやお天気マップについては小林 (2018)を
参照。

スはともに晴バイアスがやや大きいが、マルチモデル
天気ガイダンスでは適切な予測頻度となっている。ま
た、ETSも概ね全ての天気でマルチモデル天気ガイダ
ンスが高くなっている。
図 4.6.3にマルチモデル天気ガイダンスの確率予測に
ついて、予報時間別のブライアスキルスコア (BSS)と
信頼度曲線を示す。予報時間は FT=3～84での検証結
果。BSSは雨または雪のスコアが低いものの、FT=84

までは 0以上で気候値予報を上回っている。雨につい
ては予報時間が先になるほどスコアが大きく下がって
いるが、これは梅雨前線や夏季の不安定性降水など予
測が難しい現象の雨のスコアの影響と考えられる。信
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図 4.6.3 予報時間別の BSS（左）と信頼度曲線（右）。赤線
は雨、青線は雨または雪、緑線は雪の検証結果を示す。

頼度曲線については、雪はおおむね理想直線に近く適
切な予測となっているが、雨や雨または雪は実況の出
現頻度より高めの確率となっているため、学習時の損
失関数のハイパーパラメータを調整するなど、今後改
善を図りたい。

4.6.5 事例
図 4.6.4に 2021年 5月 7日 12g初期値の FT=15の
天気の予測と実況を示す。衛星画像から、中・上層雲
が西日本から関東甲信越にかけて広がっており、推計
気象分布でも対応する地域の天気は曇りとなっている。
現ルーチンのMSM天気ガイダンスは大部分で晴れを
予測し、MSMお天気マップも薄曇りの地域が多くなっ
ている。一方でマルチモデル天気ガイダンスは曇りの
地域が多く、実況に近い予測となっている。現ルーチ
ンの天気ガイダンスは日照率ガイダンスを用いて間接
的に晴れ・曇り判別を行っている3が、マルチモデル天
気ガイダンスは推計気象分布の天気を直接学習してい
るため、適切に晴れ・曇りを予測できる事例が多くなっ
ている。
図 4.6.5に 2024年 3月 27日 00g初期値4の FT=30

のマルチモデル天気ガイダンスの予測と実況を示す。
地上天気図では東シナ海に停滞前線が解析されており、
推計気象分布では対応する雨域が西日本を中心に解析
されている。マルチモデル天気ガイダンスでも雨域を
予測しているが、推計気象分布に比べると東側への拡
がりが弱く、四国東部や近畿南部などでは広範囲の雨
域は予測できていない。一方でマルチモデル天気ガイ
ダンスの雨確率を見ると、四国東部や近畿南部でも 30

～40%程度の比較的高い確率を予測しており、ある程
度雨の可能性も高いことが分かる。マルチモデル天気
ガイダンスの確率情報も用いることで、最終的な天気
予測だけでは分からない不確実性も考慮することがで
きる。

3 日照率ガイダンスの曇天率（=1− 日照率）が 0.5 より大
きければ曇り、0.5以下なら晴れとしている (小林 2018)。
4 2021 年の検証期間後も、日々の事例を確認していて気付
いた事例。

4.6.6 まとめと今後の課題
DNNを用いたマルチモデル天気ガイダンスの開発
を行い、既存のガイダンスを上回る予測精度を持つこ
とを確認した。今後は学習に利用している推計気象分
布の改良が予定されており、晴れ曇り判別や降水判定
がより精緻化される予定である。このため、マルチモ
デル天気ガイダンスでは改良された推計気象分布を用
いて再学習を行う予定である。今後も適宜改良や事例
検証などを行い、精度向上や予測特性の把握に努めて
いきたい。

参考文献
気象庁, 2021: 統合型ガイダンス. 数値予報開発セン
ター年報（令和 2 年）, 気象庁 数値予報開発セン
ター, 107–110.

小林大輝, 2018: 天気ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 154–164.
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図 4.6.4 2021年 5月 7日 12g初期値の FT=15の天気の予測と実況。上段は左からマルチモデル天気ガイダンス、MSM天気
ガイダンス、MSMお天気マップで、下段は左から推計気象分布と地上実況気象通報の天気、衛星赤外画像、衛星可視画像。
橙色は晴れ、灰色は曇り、青色は雨の領域を示す。

図 4.6.5 2024年 3月 27日 00g初期値の FT=30のマルチモデル天気ガイダンスの予測と実況。上段は左からマルチモデル天
気ガイダンスの天気予測、晴れ確率、曇り確率で、下段は左から推計気象分布と地上実況気象通報の天気、マルチモデル天
気ガイダンスの雨確率、地上天気図。
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4.7 季節アンサンブル予報システムの開発

4.7.1 次 期 全 球 海 洋 デ ー タ 同 化 シ ス テ ム
MOVE/MRI.COM-G4の開発

数値予報課では、季節予報モデルの海洋・海氷初期値
及びエルニーニョ等に関する海洋内部の監視資料提供の
ための全球海洋データ同化システムとして、2022年 2

月に更新されたMOVE/MRI.COM-G3（以下MOVE-

G3）を運用している (Fujii et al. 2023; JMA 2023)。
また、準リアルタイムの海洋データ同化と極力一貫し
た品質を持つ過去期間の監視資料及び再予報初期値を
作成するため、更新に先駆けて 1947年以降を対象とす
る海洋 4D-Var再解析及び 1990年以降を対象とする力
学的ダウンスケーリングを行った。ここでは、次期全
球海洋データ同化システムMOVE-G4に向けた開発に
ついて報告する。なお、MOVE-G4は CPS4（第 4.7.2

項）とは異なるタイミングでの現業化を目指している。
(1) 全球 0.25°4D-Varの開発
表 4.7.1に、運用中のMOVE-G3及び現時点で想定
しているMOVE-G4の主な仕様についてまとめる。
MOVE-G3 は、低解像度モデルによる 4D-Var

（G3A）と、高解像度モデルへの力学的ダウンスケー
リング（G3F）という 2つの部分からなる。G3Fでは
予報モデルと同じ水平解像度 0.25°のモデルを利用し
ているものの、その水温・塩分場はG3Aのそれに強く
拘束されており実効解像度が低いことが分かっている。
そこでMOVE-G4では水平解像度 0.25°のモデルで直
接 4D-Varを実行することを目指している。
MOVE-G3は 5日サイクルであるが、海洋・海氷初期
値を毎日作成するため、現業では互いに独立な解析サ
イクルを 1日ずつずらして 5本運用している。MOVE-

G4ではこれを 1日サイクルに変更することにより簡
潔かつ効率的な実行形態を目指す。また、海洋モデル
の前方・後方積分を伴う 4D-Varの反復数を絞ること
でも省資源化を試みる1。
以下では、2006年から 2015年の 10年間を対象とし
た開発中のMOVE-G4による再解析実験の結果を報告
する。ここで用いたMOVE-G4には、背景誤差共分散
を表現する領域分割の精緻化、背景誤差共分散の相関
距離の縮小、一部観測の重みの縮小など、水平解像度
及び解析サイクルの変更に合わせたチューニングが加
えられているが、詳細は省略する。
図 4.7.1に、両システム及びCopernicus Marine Ser-

vice（もしくはCopernicus Marine Environment Mon-

itoring Service, CMEMS）による客観解析2の日平均海

1 MOVEの 4D-Varでは 3D-Var with First Guess at Ap-
propriate Time（3D-Var-FGAT）の解析結果を 4D-Varの
最小値探索の起点として使うことで収束前の精度を担保して
いる。なお、4D-Varの評価関数に現れる背景値はそのウイ
ンドウの観測と独立なままである。
2 https://doi.org/10.48670/moi-00148

面高度の例を示す。(a)の G3Fは (c)の客観解析に対
して細かい構造に欠け、滑らかすぎる場になっている
のに対し、(b)のMOVE-G4ではメキシコ湾流の蛇行
や中規模渦といった構造がより適切に表現され、期待
通り客観解析の振幅に近づいている。
図 4.7.2 には、同化に用いていない観測に対する

RMSEの分布を示す。100m深水温については、中緯度
で誤差が縮小した一方で、熱帯や南極の海氷縁で誤差が
増加しており、全体としては中立になっている。100m

深塩分については熱帯や南極の海氷縁での誤差増加が
勝り、全体としてやや改悪となっている。改悪が見ら
れている領域に関連し、図 4.7.3に赤道における経度-

深度断面の水温バイアスを示す。MOVE-G4では太平
洋と大西洋において、水温躍層の上で冷たく下で温か
いバイアスが生じており、鉛直水温勾配が弱まってい
ることが分かる。このような熱帯での問題は解析の高
頻度化に伴って顕在化しており、解析インクリメント
に伴い生じている偽の振動や偽の鉛直混合によるもの
とみられる。これらの問題に対しては、今後特定の観
測の同化を止めることによる切り分け実験を行った上
で、インクリメントを小さくする方向の更なるチュー
ニングを検討している。
図 4.7.4には、格子面積当たり海氷体積の分布を示
す。比較対象としてCMEMSによるGLORYS12 (Lel-

louche et al. 2021)の解析値を載せている。MOVE-G3

（G3A）の海氷は南極海で他の再解析と比べて薄い傾向
があり、MOVE-G4においても同様である。また、(g)

ではウェッデル海（図中では南極点から 5時の方向）に
おいて偽のポリニヤ（海氷の無い場所）が生じ、それ
を同化で埋め戻した様子が見られる。このようなポリ
ニヤは正の海氷密接度インクリメントに伴う海洋上層
からの淡水除去、密度成層弱化と鉛直混合によるもの
と考えられており、海氷修正時の塩分の取り扱いを中
心に調整に取り組んでいる。
(2) モデルバイアス補正スキームの精緻化
現在運用中のMOVE-G3では、MOVE-G2で導入さ
れたモデルバイアスのオンライン補正スキームを用い
ている (Balmaseda et al. 2007; Fujii et al. 2012; 石川
2015)。ここではMOVE-G4に向けて開発を行ってい
るバイアス補正スキームの精緻化について述べる。
バイアス補正値は、水温・塩分に対する解析インク
リメントを複数のウインドウで平滑化してランダム成
分を取り除くことで作成する。ある解析ウインドウ n

を対象とする海洋モデル予報値 xfnがあり、また前のウ
インドウで計算済みのバイアス補正値 bnが存在すると
き、バイアスを補正された背景値を

xbn = xfn + bn (4.7.1)

とする。この背景値 xbn に任意の方法で観測を同化す
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表 4.7.1 MOVE-G3 の仕様及び MOVE-G4 の実験仕様。IAU は Incremental Analysis Update (Bloom et al. 1996) の略。
MGDSSTについては栗原ほか (2006)を参照。

MOVE-G3
MOVE-G4

G3A (同化) G3F (初期値化)

水平解像度 東西 1°×南北 0.5°
（赤道付近のみ南北 0.3°）

0.25° 0.25°

鉛直層数 60＋下部境界層 60 60

水温・塩分同化手法 4D-Var+IAU
イテレーション上限 30回

G3A解析場を IAUで
力学的ダウンスケーリング

4D-Var+IAU
イテレーション上限 10回を
想定 （今回は 3回で実験）

海氷密接度同化手法 3D-Var+IAU 3D-Var+IAU 3D-Var+IAU

解析サイクル
（同化ウインドウ）

5日 5日 1日

同化される観測 水温・塩分 現場観測
MGDSST (L4)
海面高度計 (L3)
海氷密接度 (L4)

海氷密接度 (L4) 水温・塩分 現場観測
MGDSST (L4)
海面高度計 (L3)
海氷密接度 (L4)

図 4.7.1 2011 年 9 月 1 日のメキシコ湾・北大西洋西部周辺の日平均海面高度 [m]。(a) MOVE-G3 (G3F), (b) MOVE-G4,
(c) CMEMSによる客観解析。MOVE-G3, MOVE-G4では表現できない淡水増加等の効果を勘案して (a, b)には 0.45mを
加算してから描画している。

ることで、解析値 xan を計算する。このとき
dxn = xan − xfn

= xan − xbn + bn
(4.7.2)

をここでの（バイアスを含む）解析インクリメントと
呼ぶ。最後に適当な時定数 rを用い、

bn+1 = (1− r)bn + r · dxn (4.7.3)

でバイアス補正値を更新する。5日サイクルのMOVE-

G3の場合、2年に相当する時定数 r = 5/(365× 2) を

用いている。なお、高緯度域では海氷場の再現性を優
先するため水温・塩分のバイアス補正を行っていない。
以上がMOVE-G3で用いているオンラインモデルバイ
アス補正スキームの概要である。
現行のバイアス補正スキームは、海洋モデルの時間
積分中に生じるバイアスのうち定常成分と経年変動成
分を表現できる一方で、時定数より短い変動を表現で
きない。しかし、そのような変動のうち季節に依存し
て毎年繰り返し生じるものは事前に推定できる見込み
が高い。そこで、同じ海洋同化システムにより行われ
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図 4.7.2 2006年から 2015年における、同化していない Argoフロートに対する 100m深の RMSE分布。上段: 水温、下段:
塩分。(a, c) MOVE-G3 (G3A)の RMSE [Kまたは psu]、(b, d) MOVE-G4のMOVE-G3に対する RMSE変化率。負の
変化率はMOVE-G3と比べてMOVE-G4の誤差が縮小していることを示す。

図 4.7.3 2006年から 2015年における赤道の水温分布。色は同化していない Argoフロートに対する水温バイアス [K]を南緯
5度から北緯 5度の範囲で平均したもの、等値線は各解析の赤道における平均水温 [K]を示す。(a) MOVE-G3 (G3A)、(b)
MOVE-G4。

た再解析が予め存在するときに、その解析インクリメ
ントからモデルバイアスの季節変動成分を見積もるこ
とを考える (Balmaseda et al. 2013)。具体的には、m
番目の通年半旬（m = 1, 2, ..., 73）について、既に存
在するNY 年分の再解析の解析インクリメントを平均
する。

b̂m =
1

NY

NY∑
iy=1

[
xaiy,m − xfiy,m

]
(4.7.4)

こうして得られた b̂mから定常成分にあたる全 73半旬
の平均を差し引き、またサンプリングノイズを軽減す
るために前後の半旬（ここでは 25日間に相当する前後

2半旬）で平均したものをバイアス気候値 b̄m とする。
改めて再解析を行う場合には、(4.7.3)式を

bn+1 = (1− r)bn + r · dxn + b̄m(n+1) − b̄m(n)

(4.7.5)

のように変更してオンラインバイアス補正を行う。こ
こで、m(n)は nに対応する半旬の番号である。以上
の方法によりバイアスの季節変動成分が新たに補正可
能になる。
1991-2020年を対象とした再解析実験を行って解析
精度に対する影響を調査した。コントロール実験は、
MOVE-G3と同様のオンラインバイアス補正（4.7.3式）
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図 4.7.4 2010年 7月 1日における格子面積当たり海氷体積の分布。厚みの次元 [m]を持つ。上段: 北極海、下段: 南極海。(a,
e) MOVE-G3 (G3A)、(b, f) MOVE-G3 (G3F)、(c, g) MOVE-G4、(d, h) GLORYS12の解析値。

図 4.7.5 東インド洋（90°E, 0°N）の 100m深水温に対するバイアス補正値の時系列（2006～2010年）。黒線はコントロー
ル実験、赤線はテスト実験を表す。

を用いた 5日サイクル、水平解像度 1°× 0.5°の 4D-

Varによる再解析である。テスト実験は (4.7.5)式の方
法を用いる以外はコントロール実験と同じである。な
お、テスト実験に必要なバイアス気候値 b̄mは 3D-Var-

FGATを用いた予備再解析（1991-2020年、NY = 30）
から求めた。再解析実験及び予備再解析の同化対象か
らWMO IDの下一桁が 8と 9の Argoフロートを省
き、同化に利用していない独立なデータとして後の検
証に利用した。
図 4.7.5に、両実験で利用された、東インド洋（90°

E, 0°N）の 100m深における水温バイアス補正値の時
系列を示す。黒線のコントロールが 2年の時定数を反
映してゆっくりとした変動のみを捉えているのに対し、
赤線のテストはそれに加えてバイアスの季節変動を表
現しているのが分かる。この海域のバイアスは、定常
成分が支配的であり、季節変動成分の振幅はその 3割

程度となっている。
図 4.7.6に、同化に利用していないArgoフロートに
対する解析 RMSEの分布を示す。(a)の鉛直分布から
は、元々RMSEの大きな 100m深前後を中心にRMSE

が減少していることが分かる。(b)の平面分布を見る
と、熱帯や南極環流をはじめ多くの海域で RMSE が
縮小している。北極海の一部でRMSEが増加している
が、同海域で検証に用いられた観測は少なく、また両
実験ともバイアス補正の対象領域外であることに注意
が必要である。
(3) まとめ
0.25°4D-Varによる 1日サイクルの再解析実験では、
期待通り実効解像度の向上が見られている一方で、熱
帯の解析精度をはじめとして多くの課題が残っている。
バイアス補正スキームの精緻化では、予め見積もられ
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図 4.7.6 同化に利用していない Argoフロートで検証した解析値の水温 RMSE。(a) 全球平均した RMSE鉛直プロファイル。
縦軸は深度 [m]、横軸は RMSE [K]。黒線はコントロール実験、赤線はテスト実験、青線は両者の差分を 10倍した値を表す。
負の差分はコントロール実験に対してテスト実験の誤差が縮小していることを示す。(b) コントロール実験の RMSEで規格
化した 100m深の RMSEの変化率。負の変化率はコントロール実験に対してテスト実験の誤差が縮小していることを示す。

たバイアス気候値を取り入れることにより、バイアス
の季節変動が考慮可能となり、解析値のRMSEが縮小
することを示した。今後は、現業海洋データ同化及び
海洋再解析の総合的な改善のため、ここに記した既知
の課題に取り組むとともに、海面水温同化手法の改良
や省資源化等に向けた取り組みも進める予定である。

4.7.2 次期季節アンサンブル予報システム
（JMA/MRI-CPS4）の開発

(1) はじめに
気象庁では 3か月予報、暖・寒候期予報、エルニー
ニョ監視速報の基礎資料の作成、及び全球アンサンブル
予報システム (全球EPS)への海面水温 (SST)の提供の
ために、大気海洋結合モデルを使った季節アンサンブル
予報システム (Japan Meteorological Agency / Meteo-

rological Research Institute-Coupled Prediction Sys-

tem: JMA/MRI-CPS: CPS)を運用している。現シス
テムは 2022 年 2 月より運用を開始した JMA/MRI-

CPS3(CPS3; Hirahara et al. 2023; 気象庁 2022) で
ある。
「2030 年に向けた数値予報技術開発重点計画」で
は、CPSに求められる役割として、「社会経済活動へ
の貢献のため、気候リスク軽減、生産性向上に資する
半年先までの予測精度向上」が挙げられている。予測
精度向上のためには、モデルの総合的な性能向上、特
にバイアスの軽減、年々変動の適切な再現等が必要で
ある。このため、次期季節アンサンブル予報システム
(JMA/MRI-CPS4: CPS4)では、バイアス軽減や年々
変動、スプレッドスキルの関係の改善を狙って、各種物
理過程、アンサンブル手法の改良の開発を進めてきた。
また、重点計画では、開発の方向性として「地球シ
ステムモデリングの推進」、「１か月先の予測精度向上
に資するための大気海洋結合効果の活用」が示されて

いる。CPS4では、前者はオゾン等の地球システム内
の相互作用の考慮、後者は全球 EPSが担っている１か
月予報の基礎資料もCPSで担うことを想定して開発を
進めてきた。
本稿では CPS4に向けた開発項目について述べると
ともに、性能評価試験の検証結果についても報告する。
(2) システムの概要
表 4.7.2に、CPS4の仕様の概要をCPS3と比較して
示す。大気モデルの鉛直層数は 100層から 128層に高
解像度化させる。前述の通り、CPS4では 1か月予報
の基礎資料も担うことを想定している。このため、毎
週火・水曜初期日は現行の全球 EPSと同様、1か月先
まで 25メンバーで実行し、それ以外はこれまでと同様
に毎日 5メンバーのみ予報計算を実行する予定である。
(3) 検証に用いる指標
検証に用いる指標は同じ名称であってもいくつかの
定義が存在するため (Takaya et al. 2018)、ここで明
示する。本稿での指標の定義は Fortin et al. (2014)や
Takaya et al. (2018)と同様とした。すなわち、アノマ
リー相関は

ACC =

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − f̄n)(xn,t − xn)√
N∑

n=1
wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − f̄n)2

√
N∑

n=1
wn

T∑
t=1

(xn,t − xn)2

(4.7.6)

RMSEは

RMSE =

√√√√ 1

T

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

( ¯fn,t − xn,t)2 (4.7.7)
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表 4.7.2 新旧システムの仕様比較
JMA/MRI-CPS3 (2022 年 2 月-) JMA/MRI-CPS4 (2025 年度後半予定)

大気モデル
GSM2003C∗

解像度: TL319L100（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

GSM2003C∗

解像度: TL319L128（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

海洋モデル MRI.COM v4.6

0.25◦ (東西) × 0.25◦ (南北) L60

MRI.COM v5.0

0.25◦ (東西) × 0.25◦ (南北) L60

初期条件

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3

海氷: 3D-Var

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3

海氷: 3D-Var

初期摂動 大気: 熱帯・北半球・南半球 BGM

海洋: 海洋解析誤差摂動
大気:熱帯・北半球・南半球 SV、LETKF（現業運用時）
海洋: 海洋解析誤差摂動

モデル摂動 確率的物理過程強制法（大気のみ） 確率的物理過程強制法（大気のみ）
確率的水蒸気プロファイル参照法

アンサンブルメンバー数 5 メンバー/日 25 メンバー/毎週火・水曜初期日 (～1 か月)

5 メンバー/日 (1 か月以降)
∗GSM2003C は GSM2003 に対して季節予報用の改良・調整を加えたもの

∗∗CPS3 からの変更点には下線を引いている

スプレッドは

Spread =

√√√√ M + 1

M(M − 1)T

N∑
n=1

wn

T∑
t=1

M∑
m=1

(fm,n,t − ¯fn,t)2

(4.7.8)

とし、スプレッドスキルの関係は Spread2/RMSE2と
して計算した。ここで、T は事例数、M はメンバー数、
N は格子数、wn は緯度重み、fm,n,t は各アンサンブ
ルメンバー、 ¯fn,tはアンサンブル平均、xn,tは解析値、
f̄n はモデル平年値、xn は解析平年値である。
(4) 大気・陸面モデルの変更点
CPSの大気・陸面モデルはGSMをベースとしている。

CPS4では季節予報向けに GSM2003(Yonehara et al.

2020) から改良を行った CPS3 のモデルをベースに、
雲・層積雲・積雲対流スキーム、積雪・湖モデルの改
良を行った。オフライン地表面解析に用いる陸面モデ
ルには、予報計算に用いるモデルとの仕様の違いに起
因するイニシャルショックを軽減するため、予報モデ
ルと同様の積雪・湖モデルの改良を適用した。
雲スキームでは、格子内の部分雲を表現するため、
水蒸気と雲水の空間不均質性を仮定した確率密度関数
(PDF)に基づくスキーム (Smith 1990)を採用してい
る。CPS3ではトップハット型（矩形分布）の PDFを
仮定しているが、CPS4では湿潤時に逆 L字型（高湿
度側に偏った分布）の PDFをとり得るように変更し
た。この変更により、湿潤時に雲が増え、結果として
対流圏下層気温が低下する。また、CPS3では積雲か
らデトレインされた雲水は PDFに含めて計算してい
るが、CPS4ではデトレインメントによる雲をTiedtke

(1993)を参考に別途計算するように変更した。この変
更と併せてPDFのゆらぎ幅を調整することにより、中
高緯度海上の下層雲の過多傾向が緩和し、SSTの低温
バイアスが軽減した。

CPS3の層積雲スキームの発動条件に利用する指数は
Kawai et al. (2017)に基づいている (Chiba and Kawai

2021; 気象庁 2022)。CPS3では、観測と比べて雲の分
布と境界層上端の対応が悪く、高度 1000m付近の雲が
少ないという問題がある。その結果、特にペルー沖で
下向き短波放射フラックスが過剰となり、SSTの高温
バイアスの要因となっている。対策として、スキーム
の適用高度上端を 924hPaから 700hPaに変更し、併
せてスキームの発動条件のしきい値も見直した。変更
により、高度 1000m付近の雲量が増加し、ペルー沖の
下向き短波放射フラックスや SSTの高温バイアスが改
善した。
積雲対流パラメタリゼーションはArakawa and Schu-

bert (1974)に基づいており、CPS3の積雲のエントレ
インメント率の計算では経験的な高度・湿度依存性を考
慮している (Bechtold et al. 2008; Komori et al. 2020)。
対流圏中層が乾燥している環境場で深い積雲が抑制さ
れる観測事実をよりよく表現できる一方、乾燥時と湿
潤時のメリハリが過剰傾向であり、アジアモンスーン
が強い等、熱帯循環場のバイアスの要因となっている。
このため、環境場がある程度乾燥している場合の対流
強制を強化する変更を行った。変更により、アジアモ
ンスーン循環や熱帯収束帯 (ITCZ)での降水過剰傾向
等が改善した。また、CPS3では、西ガーツ山脈やア
ラカン山脈の西等で、地形性降水が過剰なバイアスが
ある。このバイアスは、最下層上昇流による対流強制
と密接に関わっているため、対流強制を緩和する変更
を行った。変更により、西ガーツ山脈やアラカン山脈
の西の降水過剰バイアスが改善した。
積雪モデルには、積雪深予測値が過大、冬の積雪域
縁辺でアルベド過小、春の積雪域縁辺でアルベド過大、
北方林域でアルベド過大のバイアスがある。また、これ
らのバイアスは冬～春の下層気温のバイアスにも影響
している。このため、主にアルベドの改善のために、積
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雪被覆率の診断式の変更、風による森林（キャノピー）
積雪の落下効果 (Roesch et al. 2001)の導入、積雪アル
ベドの変更を行った。また、主に積雪深・密度の改善の
ために、陸面モデルにおける雨雪比診断式の変更、積
雪密度の変質効果・融雪効果の変更、積雪の熱伝導率
診断式の変更 (Calonne et al. 2011)を行った。図 4.7.7

に、これらの変更によるESM-SnowMIP(Krinner et al.

2018; Ménard et al. 2019)に基づく地点オフライン実
験の結果を示す。積雪アルベド、積雪密度、積雪深の
いずれも、変更後（赤線）の方が変更前（青線）より
も観測（黒線）に近く、誤差が軽減していることがわ
かる。また、フルモデルによるインパクト実験を行い、
春のアルベドの正バイアスや地上低温バイアス等が軽
減することを確認した。
地表面周辺の年々変動の影響をより表現するため、

CPS3では水温 2層（第 3層は湖底で気候値）、湖氷 4

層、雪 1層の鉛直 1次元での時間発展を計算する湖モ
デルを採用している。CPS3の湖モデルでは、湖氷の
密接度が小さく、冬季の高緯度の下層気温に高温バイ
アスが存在する。このため、湖底水温気候値の調整を
行うとともに、水温第 2-3層間の拡散係数に影響する
季節振幅（定数）が大きくなるよう変更した。これら
の変更により、北半球冬季の寒冷地を中心に、湖面水
温が低下、湖氷密接度が増加し、対流圏下層気温の高
温バイアスが軽減した。
(5) 線形オゾンスキームの導入
成層圏に多く存在するオゾンは、紫外線を吸収して大
気を加熱すること等により大気場にも影響する。CPS3

の放射過程で利用するオゾン濃度は気候値を利用して
いるため、CPS3ではオゾンの変動による大気場への影
響を正しく再現できない。このため、気象研究所で開発
された、簡易的に化学過程を扱う線形オゾンスキーム
をCPS4で導入することとした。気象庁 (2024)では線
形オゾンスキームをCPSに導入し、オゾン量の季節進
行や極渦の強さに応じた変動を再現できることを示し
た。一方、線形化学過程による時間変化の計算に用いる
気候値として、気象研究所で開発された地球システム
モデル (MRI-ESM2.0; Yukimoto et al. 2019)の 1999

年の 1年フリーランから作成した定数を試行的に用い
ており、オゾン量が予測と共に増加するMRI-ESM2.0

の化学モデルのバイアスに起因して、下部成層圏で高
温バイアスとなっていた。このため、JRA-3Q(Kosaka

et al. 2024)向けに作成したオゾン再解析のうち、2010-
2019年を対象とした気候値を利用するよう変更した。
変更により、オゾン量のドリフトが改善し、成層圏の
高温バイアスも解消した。また、この変更等を適用し
た上で線形オゾンスキーム導入の有無によるインパク
ト実験を行い、成層圏気温の年々変動が改善すること
を確認した (図 4.7.8)。

(6) 海洋モデル、海洋同化の変更点
CPSの海洋・海氷モデルは、気象研究所で開発され
たMRI.COMをベースとしている。MRI.COMの基本
バージョンを CPS3 の MRI.COMv4.6(Tsujino et al.

2017)から v5.0(Sakamoto et al. 2023)に更新した。
v5.0 では、時間積分法が Leap-Frog+松野スキー
ムから 3 次の Leap Frog+Adams-Moulton(LFAM3;

Shchepetkin and McWilliams 2005, 2009)に変更され
た。LFAM3では安定性解析により、傾圧タイムステッ
プを Leap Frog法よりも長くとることができるため、
計算コスト削減を図ることができる。また、時間スキー
ムの精度が 2次から 3次に向上し、波の位相誤差が減
少する他、どのタイムステップからでもリスタート接
続計算が可能となる。CPS4では、海洋モデルのタイ
ムステップを CPS3の 2倍に延ばすことで計算コスト
が削減されること、計算安定性に問題がないことを確
認した。
CPS3予報モデルの海洋初期値は、G3Aの水温・塩
分の解析場を、IAUで力学的にダウンスケーリングし
たものを利用している。しかし、G3A解析場 (水平解
像度 1◦ × 0.5◦)と G3F背景場 (水平解像度 0.25◦)の
解像度の違いに起因する細かな構造のインクリメント
が求まった結果、ダウンスケーリングによりG3Fのモ
デルが持つ細かな構造をインクリメントが潰している
という問題がある。この対策として、G3Aの 1格子分
のスケールでG3F背景場とG3A解析場3に空間フィル
タを適用した。図 4.7.9に、OSCAR解析値 (水平解像
度 0.25◦; Bonjean and Lagerloef 2002)、GLORYS12

解析値 (水平解像度 1/12◦)、及び変更前後のG3F解析
値の 15m深の流速を示す。解析に比べて振幅の大きさ
が小さいものの、変更後は変更前に比べて振幅が大き
くなり、改善していることがわかる。
(7) アンサンブル手法の変更点
CPS3の大気初期摂動は、摂動の時間発展計算とリス
ケールを繰り返し、初期時刻までに成長する摂動を求め
るBGM法（Breeding of Growing Mode法; Toth and

Kalnay 1993; Chikamoto et al. 2007）を採用している。
BGM法では摂動の成長率が低い傾向にあるため、十分
なスプレッドを得るために施した CPS3の初期摂動の
振幅の設定が予測 1～2週目で RMSEに対して過大な
スプレッドとなっている。対策として、全球 EPSで計
算された特異ベクトル（Singular Vector: SV; Buizza

and Palmer 1995）法と局所アンサンブル変換カルマン
フィルタ（Local Ensemble Transform Kalman Filter:

LETKF; Hunt et al. 2007）を組み合わせた摂動を用
いるよう変更した。これにより、予測誤差を効率的に
3 フィルタの空間スケールがG3Aと同程度の場合、G3A解
析場にフィルタをかけなくても、解析場におけるパワースペ
クトルはほぼ変わらない。G3F 背景場と同じフィルタをか
けることで、アルゴリズムの汎用性、解析値と第一推定値の
前処理の整合性を持たせた。
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図 4.7.7 Col de Porte（フランス南東部のアルプス山脈の麓）における地点オフライン実験の結果。上段：アルベド (1)、中
段：積雪密度 (kg/m3)、下段：積雪深 (cm)。青線：変更前、赤線：変更後、黒線：観測。

図 4.7.8 1991～2020 年の 12/27,1/16,1/31 初期日の各 5 メンバーに基づく 30hPa 気温のアノマリー相関係数の時系列。対
JRA-3Q 。赤線：線形オゾンスキーム導入後、黒線：導入前。エラーバーはリサンプリング回数 1000回の bootstrapによる
95%信頼区間。

捉えるだけでなく、流れ依存を考慮した観測誤差を考
慮することができるようになった。また、全球 EPSと
整合した仕様となり、計算機資源の効率的な利用にも
寄与することになる。導入により、予測 1～2週目のス
プレッドスキルの関係が改善することを確認した。詳
細は気象庁 (2023)も参照されたい。

CPS3では熱帯のスプレッドがRMSEに対して過小
傾向である。次期全球 EPS に導入予定のモデルアン
サンブル手法である確率的水蒸気プロファイル参照法
(SHPC; 詳細は第 4.2節を参照)では、積雲対流スキー
ムの入力となる下層の水蒸気プロファイルを揺らすこ
とで、積雲対流の発動の有無や発動の程度の不確実性
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図 4.7.9 2021年 1月 1日の 15m深の日平均流速 (m/s)。(a)：空間フィルタ適用前、(b)：適用後、(c)：OSCAR解析値、(d)：
GLORYS12解析値。

を扱うことができる。このため、SHPCを CPS4にも
導入することとした。導入により、熱帯域のスプレッ
ドスキルの関係、熱帯域の確率予測精度が改善するこ
とを確認した。
(8) 性能評価試験の仕様
CPS4 の性能を評価するため、1991-2020 年を対象
とする再予報実験を実施した。季節予測の検証では、
1,4,10月の月末半旬初日とその 15日前の 00UTCから
予測を開始した各 5メンバーの実験結果について、各
月（本文ではそれぞれ 2,5,11月初期月と呼ぶ）2初期
日を合わせて合計 10メンバーのLAF(Lagged Average

Forecast; Hoffman and Kalnay 1983) アンサンブルを
構成して用いた。季節内予測の検証では、1～12月の
各月の月末半旬初日の 00UTCから予測を開始した各
5メンバーの実験結果を利用した。CPS4では 1か月予
報の基礎資料を担う予定であるため、次期全球EPS(第
4.2節を参照)との比較も行った。全球 EPSと CPSの
再予報では、初期日・初期時刻・メンバー数がそれぞ
れ異なるが、CPSとなるべく同じ仕様で次期全球EPS

と比較できるようにするため、全て CPS と同じとし
た。検証データには、JRA-3Q、MGDSST(栗原ほか
2006)、NOAA OLR(Liebmann and Smith 1997)およ
び GPCP v2.3(Adler et al. 2018)を利用した。
(9) 季節予測検証
図 4.7.10 に、夏季と冬季の CPS4 と CPS3 の SST

バイアスを示す。以下の改善および特性の変化が見ら
れた。

• 太平洋赤道域の中部から東部にかけて、西に拡大
している SST 低温（冷舌）バイアスが CPS4 で
は軽減している。積雲対流スキームの改良により
ITCZへの過剰な降水・強い下層風の収束が改善
していることから、対応して強い赤道偏東風の改
善、太平洋東部の過剰な冷水湧昇の改善、熱帯太
平洋における水温躍層の改善に繋がったものと推
測される。

• 北半球夏季の中・高緯度の低温バイアスに改善がみ
られる。地表面下向き短波放射フラックスの過小
が改善したことと整合的であり、過大傾向であっ
た下層雲が雲スキームの改良により減少したと考
えられる。

• 海洋性層積雲が発生する領域に概ね対応して、ペ
ルー沖の SST高温バイアスが改善している。層積
雲スキームの改良により下層雲が増加し、地表面
下向き短波放射フラックスの過大傾向が改善した
ことに対応していると考えられる。

• CPS3では北半球夏季のインド洋熱帯域で正のイ
ンド洋ダイポールモード現象に類似した SSTバイ
アスがみられるが、CPS4では軽減している。こ
のバイアスは ECMWFの季節予報モデルである
SEAS5や UKMOの GloSea等の多くのモデルで
存在しており (Johnson et al. 2017, 2019; Martin

et al. 2021)、Mayer et al. (2024)では熱帯インド
洋の下層東風バイアスと関連していることを示唆
している。CPS4ではインドモンスーン循環が強
いバイアスも改善しており、Mayer et al. (2024)
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の示唆と整合的である。
図 4.7.11に、夏季と冬季の 2m気温のCPS4とCPS3

のバイアスを示す。以下の改善および特性の変化が見
られた。

• 北半球夏季の陸上の高温バイアスが改善傾向であ
る。雲スキームの改良、特に PDFの変更で環境
場の湿潤時に雲が増えたことに対応していると考
えられる。

• 北半球冬季シベリアや北米東部の高温バイアスが
改善した。湖モデルの改良により、冬季の湖面水
温の低下、湖氷密接度が増加したことや、積雪モ
デルの改良により降雪期～積雪期の積雪被覆率が
大きくなったことと整合的である。

• カスピ海に見られるインパクトは湖モデルの改良
の寄与が大きい。

気象庁では、エルニーニョ・ラニーニャ現象の監視・
予測に、NINO.3(150◦ W-90◦ W, 5◦ S-5◦ N)領域で平
均した SST偏差4を利用している。図 4.7.12に、2月
初期月のNINO.3領域に対する予測と解析の SST偏差
を示す。エルニーニョ・南方振動 (ENSO)の成熟期か
らの衰弱・遷移期への予測は、CPS3に引き続き概ね
予測できている。また、CPS4では SHPC導入等によ
る熱帯のスプレッドの増加と関連して、スプレッドが
増加傾向である。一方、エルニーニョ・ラニーニャ現
象が発生していないニュートラルな時期5を中心に、解
析とアンサンブル平均の対応が悪化傾向である。メン
バー数不足によるサンプリング誤差の可能性も考えら
れるが、原因は分かっていない。
(10) 季節内予測検証
図 4.7.13 に、北半球 500hPa 高度 (Z500) と熱帯

200hPa 速度ポテンシャル (CHI200) のスプレッドス
キルの関係を示す。中高緯度の Z500を見ると、予報
2週目程度までの RMSEに対する過大なスプレッドが
CPS4で改善している。この改善には初期摂動を SV法
に変更したことが一因と考えられる。スプレッドスキ
ルの関係はCPS4と次期全球EPSでほぼ同等となって
いる。また、熱帯の CHI200を見ると、予報 3日程度
よりも先でRMSEに対する過小なスプレッドが CPS4

で改善している。この改善には SHPCを新たに導入し
たことが寄与していると考えられる。予報 2日目程度
までは、CPS4も次期全球 EPSも RMSEに対してス
プレッドが過大であるが、CPS4の方が相対的に小さ
い。この違いは、CPS4では次期全球 EPSよりも熱帯
の SVの振幅を小さく設定しているためである。
図 4.7.14に、Madden-Julian振動 (MJO)に伴う対

4 本稿で用いる NINO.3 の定義は実際のエルニーニョ監視
速報で用いるものと若干異なる。後者の定義は中村・岩崎
(2024)を参照。
5 大気海洋相互作用が相対的に弱い春にかけての予測はスプ
リングバリアと呼ばれ、予測可能性が相対的に低下する時期
である。

流活発域が初期値にインド洋に存在する時の、大気上
端外向き長波放射フラックス (OLR)偏差のラグ時間合
成図を示す。CPS4も CPS3と同様、予報時間が進む
とともに、解析のように対流活発/不活発域が東進する
傾向を概ね再現できているが、CPS4の振幅は CPS3

や解析に比べてやや過小傾向である。次期全球 EPSは
解析に比べて振幅が過小傾向にある。
(11) まとめと今後の予定
CPS4に向けた開発項目、及びそれらを取り込んだ
性能評価試験の結果について報告した。CPS4の各過
程の変更点について、概ね狙い通りの挙動やインパク
トであることを確認した。また、性能評価試験の結果
から、CPS3に比べてバイアス軽減や年々変動、スプ
レッドスキルの関係の改善等、想定した効果が得られ
ていること、次期全球 EPSと比べても概ね良好である
ことを確認した。
今後は、現業に相当する構成での評価、具体的には
各月中旬初期値も含めて事例数を増やした評価、また、
1か月予報においては全球 EPS更新時の評価方法に合
わせた 13メンバーとし、さらに初期時刻の違いも含め
た評価等を行う予定である。これらの評価の結果、問
題がなければ、2025年度後半に CPSを更新する計画
である。
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図 4.7.10 1991年～2020年の北半球夏季（5月初期月 6～8月対象;上段）と冬季（11月初期月 12～2月対象;下段）の SST
のモデル気候値とバイアス。左列：CPS4、中列：CPS3、右列：CPS4と CPS3の差。カラー：バイアス（ただし、右列は
CPS4と CPS3との差）、等値線：モデル気候値。単位は K。

図 4.7.11 図 4.7.10と同じ。ただし、2m気温。
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図 4.7.12 各年 2月初期月の NINO.3領域平均 SST偏差時系列。(a)：CPS4、(b)：CPS3。黒線：MGDSST、青線：10メン
バーアンサンブル平均、灰色細線：各アンサンブルメンバー。赤背景：エルニーニョ現象発生期間、青背景：ラニーニャ現象
発生期間。上段・中段・下段で、のりしろとして２年分重複して描いている。
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図 4.7.13 (a,b)北半球 500hPa高度と (c,d)熱帯 200hPa速度ポテンシャルのスプレッドスキルの関係。(a,c)CPS4と CPS3の
比較。(b,d)CPS4と次期全球 EPSの比較。エラーバーはリサンプリング回数 1000回の bootstrap法による 95%信頼区間。

図 4.7.14 予報開始時のインド洋域 (phase3) に MJO の対流活発域があるときの OLR 偏差のラグ時間合成図。(a)：NOAA
OLR解析値、(b)：CPS4、(c)：CPS3、(d)：次期全球 EPS。図中右の日数は合成に用いた事例の合計日数。横軸：経度、縦
軸：予報時間 (日)。MJO指数の定義はWheeler and Hendon (2004)を参照。
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4.8 波浪モデル

4.8.1 はじめに
現在、気象庁では波浪警報・注意報等の防災情報の提
供のために、全球波浪モデル (GWM) と沿岸波浪モデ
ル (CWM)を運用している (竹内ほか 2012)。また、大
気モデル予測の不確実性を考慮するため、多メンバーの
波浪予測計算を行う波浪アンサンブル予報システムを
運用しており、その予測情報は「早期注意情報（警報級
の可能性）」の発表に利用されているほか、WMOの荒
天予測計画 (Severe Weather Forecasting Programme,

SWFP) の枠組みで国外にも提供されている。2024年
は、GWM・CWMの 3時間間隔の台風位置情報の利
用に向けた開発や、未利用衛星データの利用に向けた
開発のほか、CWM高解像度化・高頻度化に向けた調
査、より効率的な計算機資源の利用に向けた調査を進
めた。CWM高解像度化・高頻度化については、「波浪
モデルは、沿岸域などの高波をより精緻に表現するた
め、高解像度化などによる改善を図っていく必要があ
る」とした「2030年に向けた数値予報技術開発重点計
画」に示された目標の一つである。

4.8.2 台風ボーガスの改善
GWM・CWMは、大気モデルの解析・予測の風の
場で駆動するが、台風中心付近には気象庁が発表する
台風予報に基づく台風ボーガス手法で作成したパラメ
トリックな風の場を埋め込んでいる。現状の波浪モデ
ルにおける台風ボーガス手法にはいくつかの課題があ
り、改善が必要である。台風予報の 12時間ごと（24時
間以降は 24時間ごと）の予報円中心の緯度・経度や強
度情報のみを用いてモデル内の台風進路・強度を内挿
して決定しているため、その間に台風進路・強度が急
激に変わるケースではその変化をモデルが十分に表現
できず、波浪予報の誤差に繋がる。これを改善するた
めには、3時間ごとの台風予報の情報を利用すること
が必要であり、既にこれらの情報を利用している高潮
モデルの台風ボーガス手法を参考に、波浪モデルの台
風ボーガス手法の改修作業を進めている。また、現状
の波浪モデルの台風ボーガス手法は、格子ごとにGSM

か台風ボーガスによる風かを選択する手法であり (気
象庁 2024)、波浪モデルに入力される風の分布が不自
然になりやすいという課題がある。高潮モデルの台風
ボーガス手法は、この課題にも対応可能である。今後
は、長期間の統計検証を行い、本改修の有効性を確認
したのち、ルーチン変更に向けた準備を進める計画で
ある。また、現状の台風ボーガス手法では、大気モデ
ル中の台風予測位置と、台風予報での台風位置が大き
く異なる場合、あたかも台風が二つ存在するような気
象場になる場合がある。これは高潮モデルにおける台
風ボーガス手法でも問題となっており、引き続き開発
を進めているところである（第 4.9 節）。これについ

ても、高潮モデルの改善を参考に、波浪モデルの台風
ボーガス手法改善に向けた調査を進める方針である。

4.8.3 利用衛星データの品質向上と未利用衛星デー
タの利用

現在、波浪モデルのデータ同化で利用している衛星
データは、EUMETSAT（欧州気象衛星開発機構）が提
供する Level2波高データである。ここでいう Levelと
は、データ処理のレベルであり、Copernicus Marine

Service（もしくは Copernicus Marine Environment

Monitoring Service, CMEMS）からは衛星間の機差補
正等が実施済みの Level3 波高データも提供されてい
る1。将来的に、波浪データ同化に使う衛星データを
Level3波高データに切り替え、併せて現在未利用の衛
星データの利用も検討している。2024年は、CMEMS

から準リアルタイムで取得できる 8衛星（現在 Level2

データを利用中の Jason-3, Saral, Sentinel-3A/3B, 未
利用のCFOSAT, Cryosat-2, Sentinel-6A, SWOT）の
Level3波高データを対象にデータ同化の過去実験を行
い、現在の 4衛星の Level2波高データの結果との比較
を進めている。図 4.8.1は、現行ルーチンによる 4衛星
の Level2波高データ及び利用検討中の 8衛星の Level3

波高データによる波浪データ同化の結果である。利用
衛星数が増えることでデータ同化結果が大きく変わる
ことが分かる。データを Level3に切り替え、利用する
衛星データを増やすことは、データ同化に利用する衛
星データを継続的・安定的に確保することに繋がり、ま
た、波浪モデルの予測精度向上に繋がると期待される。

図 4.8.1 2024 年 6 月 1 日 12UTC における 4 衛星 Level2
波高データ（左列）と 8衛星 Level3波高データ（右列）に
よる波浪データ同化結果の比較。上段は同化された有義波
高（カラー）と衛星による観測値（丸印）、下段は同化に
よる波高修正量（カラー）を示す。

1 https://data.marine.copernicus.eu/product/

WAVE GLO PHY SWH L3 NRT 014 001/description
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4.9 高潮モデル

4.9.1 はじめに
気象庁は、高潮警報・注意報等の防災情報提供のた
めに、台風や発達した低気圧によって引き起こされる
高潮を予測する日本域高潮モデル (林原 2011)を運用
しているほか、「早期注意情報（警報級の可能性）」(杉
本・木下 2016)に必要な 5日先までの確率的高潮予測
を行うための日本域台風時高潮確率予報システム（日
本域高潮 PFS）を、2022年 8月から運用している (気
象庁 2023)。また、WMOの高潮監視スキーム (Storm

Surge Watch Scheme) の枠組みで ESCAP/WMO台
風委員会の加盟国気象機関に高潮予測情報を提供する
ため、アジア域高潮アンサンブル予報システム（アジ
ア域高潮 EPS）を運用している (気象庁 2023)。2024

年は、台風ボーガスの改善や水平高解像度化・高速化、
潮汐スキームの導入に向けた開発を進めたほか、非台
風時の高潮早期注意情報に向けた調査を行った。以下
では、2024年の進捗の一部を紹介する。

4.9.2 Vortex relocation
2024 年は、台風ボーガス改善の一環として、台風
ボーガス起動条件の統一の変更を行った（2章）。ここ
では昨年から継続している vortex relocationの開発進
捗について解説する。現行の日本域高潮モデル、アジ
ア域高潮 EPSは共に、GSMやMSM等大気モデルの
解析・予測の風・気圧場で駆動するが、台風中心付近
には台風予報に基づく台風ボーガス手法で作成したパ
ラメトリックな風・気圧場を埋め込んでいる (気象庁
2024)。この際、大気モデル中の台風予測位置と台風予
報での台風位置が大きく異なる場合には、あたかも台
風が二つ存在するような気象場になることが起こり得
る。これを避けるために vortex relocation (Kurihara

et al. 1993, 1995) と呼ばれる手法の利用を検討してい
る。この手法では、大気モデルの風・気圧場に対して
フィルタ処理を適用して台風成分と環境場に分離し、
環境場に対して台風ボーガスを埋め込むことで、上述
のような台風が二つ存在する状況を防ぐことができる
（図 4.9.1）。2024年までに vortex relocation手法の試
作版を開発し、実際の台風事例に適用して動作確認し
ている。

4.9.3 非構造格子有限体積法モデル
現状の日本域高潮モデルや日本域高潮 PFSでは、ア
ダプティブメッシュという格子系を採用している (気象
庁 2024)。この格子系では、沿岸付近を高解像度、外洋
で低解像度で高潮計算を行うことにより、計算機資源
を節約することができる（図 4.9.2上段）。一方で、ア
ダプティブメッシュでは、格子サイズが不連続に変化
するため、その境界上で数値振動を抑えるための処理
が必要になるほか、MPI化による高速化が難しいとい

図 4.9.1 Vortex relocation の例。ここではMSMの地上風
速の場 [kt]を台風成分と環境場に分離している。

うデメリットがある。これらへの対応策として、非構
造格子有限体積法モデルの開発を進めている。図 4.9.2

の下段に示すのは、日本域を対象に開発中の非構造格
子有限体積法モデルの格子である。モデル領域は有限
個の三角形で分割され、各三角形に対し有限体積法を
適用して予報方程式を解くというものである。三角形
の形状や大きさは柔軟に変えることが可能で、沿岸域
は高解像度で計算しつつ、外洋に向かって連続的に低
解像度にすることができる。また、非構造格子のMPI

化は、アダプティブメッシュに比べて容易であるという
メリットがある。この非構造格子有限体積法モデルを
日本域高潮モデルや日本域高潮 PFS に導入するため、
試作版の開発や動作確認を行っているところである。

4.9.4 潮汐スキーム
現行の気象庁高潮モデルでは、天文潮位を別途計算
し、予測される潮位偏差（高潮）に加算して潮位を算
出している。しかし、実際は天文潮位が高潮に影響を
与えるため、現象によっては線形に足し合わせるので
は良い近似とならない場合がある。この相互作用は、
高潮モデルに潮汐スキームを導入し、潮汐を直接計算
することにより取り込むことができる。潮汐の計算は
高潮計算と同じく、基礎方程式は浅水長波方程式であ
り、外力として起潮力と Self-Attraction and Loading

(SAL) 項1を入力し、領域モデルの場合は別の潮汐モ
デルで計算された潮汐を側面境界から与えることで計
算することが可能である。2023年は潮汐スキームの導
入可能性調査を行った。2024年はスキームの開発や動
作確認に着手した。図 4.9.3は、大浦（有明海）におけ
る天文潮位計算の例で、潮汐スキームにより計算した
天文潮位が実際の天文潮位を概ね良く表現しているこ
とが分かる。ここでは SAL項及び潮汐の側面境界値と
1 海水の荷重による海底変形とそれに伴う質量分布変化・重
力変化、海水の自己重力の効果を表す。
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図 4.9.2 ルーチン高潮モデル（上）と非構造格子高潮モデ
ル（下）の格子比較。カラーは水深 [m]を表す。

して FES20222を使用した。

図 4.9.3 大浦（有明海）における観測潮位 [cm]（青線）と
潮汐スキームにより計算された天文潮位 [cm]（赤線）。マ
ゼンタの線は後者-前者の差。SAL項及び側面境界値には
FES2022 による主要 8 分潮と 11 種類のマイナー分潮を
利用。

2 ”The FES2022 Tide product was funded by CNES,
produced by LEGOS, NOVELTIS and CLS and made
freely available by AVISO”. CNES, 2024. FES2022 (Fi-
nite Element Solution) Tidal model (Version 2024) [Data
set]. CNES. https://doi.org/10.24400/527896/

A01-2024.004
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4.10 日本沿岸海況監視予測システムの開発

4.10.1 はじめに
数値予報課では、日本周辺の詳細な海況・海氷情
報提供のため日本沿岸海況監視予測システム（以下、
MOVE-JPN。JMA 2024）を現業運用している。現
在、海面高度偏差同化での新規衛星 Sentinel-6 Michael

Freilichの追加、海面フラックス計算の修正、解析シス
テムの北太平洋モデルで水温・塩分の移流スキームに
より夏季の長江河口で水温が異常に低下する不具合の
修正、予測システムの全球・北太平洋モデルの双方向
ネスティング境界での海氷移流の見直しと日本近海モ
デルの非現実的な外部重力波の発生を抑えるための順
圧計算の見直しの対処を計画している。今般、これら
の変更を合わせた業務化試験を行った。ここではその
概要を報告する。

4.10.2 改良・変更項目
解析システム

• 海面高度偏差同化で利用する衛星高度計の観測
データを継続して安定的に確保するため新規衛
星 Sentinel-6 Michael Freilich（別名 Sentinel-

6A）を追加（現ルーチンではCryosat-2、Jason-3、
SARAL、Sentinel-3A/B、HaiYang-2Bを利用）

• 北太平洋モデルで水温・塩分の移流スキームによ
り夏季の長江河口で水温が異常に低下する不具合
を修正するため、流入する河川水の淡水フラック
スが大河川でみられる 0.002cm/sを超える格子で
は移流スキームをQUICK法1から上流差分に切り
替えるように変更

• 海面フラックス計算について、大気強制力として
与える海上気温・比湿の高度を 10mとして扱って
いたものを 2mへ修正、及び全球予報の 1時間平
均短波・長波放射フラックスをそのまま 3時間平
均値として扱っていたものを前 3時間の 1時間平
均値を用いて 3時間平均値へ変換するように修正

予測システム
• 全球・北太平洋モデルの双方向ネスティング境界
での海氷移流で、保存性を満たすため海氷の量が
微小な負として求まった際に 0に置き換える処理
について処理が不足していた点の改修等により計
算安定性を改善

• 日本近海モデルでの非現実的な外部重力波の発生
を抑えるため、順圧計算で与える鉛直積算流速時
間変化率として時間補外値の利用をやめ現在値を
使用するように変更し計算安定性を改善

• 海面フラックス計算の修正（解析システムと共通）

1 上流側 2 点と下流側 1 点の計 3 点を使用する高次差分ス
キーム

図 4.10.1 2024 年 3月 1日を対象とした衛星高度計のカバ
レッジマップ。カラーは Sentinel-6 Michael Freilichの観
測データ（海面高度偏差、単位は cm）。灰色は現ルーチン
ですでに利用している衛星高度計の観測データ。

4.10.3 試験結果
2023年 4月から 2024年 3月を対象期間として解析
システムと予測システムの業務化試験（TEST）を実
行した。現ルーチン相当の実行結果（CNTL）に対し
て以下の改善が見られた。

解析システム
• Sentinel-6 Michael Freilichの追加によってTEST

の衛星高度計観測データのカバレッジはCNTLに
対して 10%程度広がった（図 4.10.1）。

• 北太平洋モデルの夏季の長江河口で水温が異常に
低下する不具合が解消された（図 4.10.2）。この
不具合による低温化の影響は河口近傍にとどまっ
ており、周囲の海域への影響は限定的だと考えら
れる。

• 北太平洋モデル計算領域全体を対象とした現場観
測水温（単位は ◦C）に対する検証では、1m深で
は TESTと CNTLのMSEの差は最大で 0.01程
度と小さく解析精度は中立であった（図略）。また
100m深と 400m深ではMSEの変化はそれぞれ最
大で 0.08、0.02程度で、春から夏にかけて悪化、
秋から冬に改善し年間では中立であった（図略）。

予測システム
• 日本近海モデルの計算安定性について、潮汐によ
る水位変化を除外した傾圧 1ステップあたりの海
面水位変化の絶対値を確認したところ、CNTLで
は非現実的な外部重力波が卓越した事例で 200cm

を超過したが、TESTでは実験期間中に最大でも
60cm程度にまで抑制された（図 4.10.3）。

• 北太平洋モデルの 31日予測において海面の現場
観測水温に対する高温バイアスが低減し、TEST

の誤差は CNTLより減少した（図 4.10.4）。これ
には海面フラックス計算の修正が主に寄与してい
ると考えられる。100m深の水温への影響は中立
であった（図略）。
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図 4.10.2 解析システム（北太平洋モデル）の長江河口にあた
る格子点における、実験期間中の 1m深水温（単位は ◦C）
の時系列。TESTは黒線、CNTLは緑線。CNTLでは夏
から秋にかけて異常な水温の低下がみられるが、TESTに
はみられない。

図 4.10.3 CNTLで黄海において非現実的な外部重力波が卓
越した事例（2023年 9月 1日）の、傾圧 1ステップあた
りの海面水位変化の絶対値の日最大値（単位は cm）。予報
時刻はインクリメンタル解析更新（IAU）法が適用される
解析期間内の 1日予報。上図は CNTL、下図は CNTLと
同じ初期値から TEST の改良を適用した予測システムを
実行した結果。CNTL では特に朝鮮半島の沿岸で値が大
きく、非現実的な外部重力波に対応している。TESTの改
良を適用することにより値が抑えられている。

図 4.10.4 予測システム（北太平洋モデル） の 31日予報に
ついて、海面の現場観測水温に対する検証結果（実験期間
平均）。上から CNTLのバイアス（◦C）、TESTのバイア
ス（◦C）、TESTのバイアスの絶対値から CNTLのバイ
アスの絶対値を差し引いたもの（◦C）。下段は青がバイア
スの改善、赤が悪化を意味する。

4.10.4 まとめ
MOVE-JPNに対して、海面高度偏差同化での衛星
高度計の追加、計算安定性の向上や不具合の修正を行っ
た結果、現ルーチンと比べて同程度以上の精度である
ことが確認できた。このことから、上記の改良の現業
化を令和 6年度中に行う予定である。

参考文献
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4.11 線状降水帯予測の検証

4.11.1 はじめに
我が国では、線状降水帯による大雨によって甚大な
災害が毎年のように発生している。平成 30年 8月の交
通政策審議会気象分科会提言「2030年の科学技術を見
据えた気象業務のあり方」では、2030年を目標として、
半日程度前から線状降水帯の発生・停滞等に伴う集中
豪雨をより高い精度で予測することが示された。気象
庁は本提言に沿って、平成 30年 10月に「2030年に向
けた数値予報技術開発重点計画」を策定し、線状降水
帯の発生・停滞の予測精度向上により、集中豪雨の可
能性を高い確度で予測し、特に、明るいうちからの避
難など、早期の警戒と避難を可能とすることを重点目
標の一つとした。その中で、令和 2年 7月豪雨 (気象
庁 2020)では線状降水帯が九州で多数発生し、甚大な
被害が生じた。気象庁は線状降水帯の予測精度向上を
喫緊の課題として認識し、設定された目標を達成でき
るよう、できる限りの方策を立てて、全庁的な体制で
開発を加速させて取り組んでいくこととした (気象庁
2021)。
このような状況下において、気象庁は気象庁業務評
価レポート（令和 4年度版）1 において、数値予報にお
ける線状降水帯の予測精度を客観的に測定する指標と
して「線状降水帯予測の捕捉率」を新たな業績指標と
して登録し、数値目標の達成に向けて数値予報システ
ムの改善等の取り組みを鋭意進めている。
線状降水帯予測の業績評価の指標では、数値予報に
よる線状降水帯の予測について「条件2を満たす降水域
の出現の有無」に注目した検証を実施している。一方
で、「外れ（現象あり、予測なし）」とされる事例でも、
「降水量が閾値未満」、「形状が条件を満たさない」、「検
証対象時刻と異なる予報時間に線状降水帯を予測」な
ど、予測が外れたとする理由は様々である。線状降水
帯の条件を満たさないとしても周辺には強い降水を予
測していることも考えられる。数値予報の現状・課題
を多面的に把握するためには、線状降水帯の出現の有
無に加え、線状降水帯予測で注目したい要素 (線状降
水帯の実況との距離、降水量の差など)を考慮した客
観的な指標を用いて、数値予報モデル間の性能比較や
誤差特性を把握することも重要である。
本節では、線状降水帯予測の評価の一環として検討
している降水の位置ずれを考慮した評価指標およびそ
れを用いた検証結果の例について報告する。

1 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/hyouka/

hyouka-report/r04report/r04report index.html
2 前 3時間降水量が 100mm以上の降水域で、面積が 500 km2

以上、長軸短軸比（アスペクト比）2.5 以上、前 3時間積算
降水量最大値が 150mm以上となるものを条件としている。

図 4.11.1 MODE法に基づいた検証手法の概要。

図 4.11.2 仮想的な線状降水帯の観測（A1）および予測（F1,
F2）の位置関係の例。青色矢印は観測と予測の最短距離、
赤色矢印は観測と予測の重心間距離を示す。

4.11.2 線状降水帯の位置ずれを考慮した評価指標
本節で示す評価指標においては、「線状降水帯」とは
以下に示すような様々な特徴量をもった降水イベント
とみなす。

• 降水強度（最大降水量、平均降水量など）
• 時間的特徴（発生時刻、持続時間など）
• 空間的特徴（面積、中心位置、重心位置、長さ、ア
スペクト比など）

ここでは、これらの特徴量を用いて総合的な類似度を
スコア化し、検証に用いるオブジェクトベースの代表
的な評価手法であるMODE(Method for Object-based

Diagnostic Evaluation) 法 (Davis et al. 2009)を参考
に、降水の位置ずれの影響について着目した指標を作
成した (星野 2024)。検証手法の概要を図 4.11.1に示
す。具体的な手順は以下の通りである。
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(a) 観測値／予報値の降水量分布から、条件にあった
降水域を抽出し、それぞれ Ai, Fj(i = 1,…, n;
j = 1,…,m)とする。ここで、Aは観測による降
水域、F は予測による降水域を示し、nは条件に
合った観測による降水域の総数、mは条件に合っ
た予測による降水域の総数を示す。

(b) Ai, Fj の組み合わせに対して、距離や降水量の差
などの注目したい要素ごとに、その値から類似度
を表す利得 (Interest) Ip(p = 1,…, k)を算出する。
ここで、kは利得を算出する要素の総数を示す。Ip
は [0,1]の範囲をとり、Ip の算出には両者の適合
度が高くなると 1に近づくような利得関数を設計
して用いる。

(c) Ip(p = 1,…, k) それぞれについて設定した重み
Cp(p = 1,…, k)をかけた値を積算し、その総和を
Ai と Fj の総利得 (Total Interest; TIij)とする。

(d) TIij が別途設定した閾値を超えた場合、Ai と Fj

は対応（適中）しているとみなす。
今回作成した指標では位置ずれに着目した。図 4.11.2

に示す仮想的な線状降水帯の例において、観測と予測
の降水域の最短距離は予測 F1、予測 F2 ともに 20 km

と等しい一方で、重心間距離は予測 F1 で 60 km、予
測 F2 で 120 kmであり、位置関係からは予測 F1 の方
が適中度が高くなる指標が望ましい。このような状況
を考慮のうえ、予測を適切に評価可能とする要素とし
て、降水域間の最短距離、降水量の重心間距離などの
要素を選択し、スコア算出における重み付けを考慮し
た。今回作成した指標に用いた要素と重みを表 4.11.1

に示す。ここで、指標に用いた要素の一つである IOU

（Intersection Over Union）は、２つの領域（ここでは
観測と予測）がどれだけ重なっているかの指標値（0-1）
である（図 4.11.3）。指標の算出に用いる利得関数は図
4.11.4の通りとし、TIの閾値（適中とみなす値）は 0.5

に設定した。関数、閾値は従来の業績指標による捕捉率
の結果と比較し調整した。図 4.11.2の例で F1及び F2

の TI を計算すると、それぞれ式 (4.11.1)、式 (4.11.2)

のとおりとなる。

表 4.11.1 評価指標 TI の算出に用いる要素と重み
要素 値の有効範囲 重み
最短距離 0-100[km] 0.4

降水量の重心間距離 0-150[km] 0.5

IOU 0-1（0.5以上は 1とする） 0.1

図 4.11.3 指標算出に用いる要素 IOU(Intersection Over
Union)の計算例。

図 4.11.4 指標算出に用いる最短距離、降水量の重心間距離
それぞれに対応する利得関数。

　
TI(F1) = I1 × C1 + I2 × C2 + I3 × C3

= 0.96× 0.4 + 0.85× 0.5 + 0× 0.1

= 0.809　
(4.11.1)

　
TI(F2) = I1 × C1 + I2 × C2 + I3 × C3

= 0.96× 0.4 + 0.17× 0.5 + 0× 0.1

= 0.469　
(4.11.2)

ここで、I1は最短距離の利得値、C1は最短距離に対す
る重み、I2は重心間距離の利得値、C2は重心間距離に
対する重み、I3は IOUの利得値、C3は IOUに対する
重みである。TI の閾値（適中）とみなす値を 0.5に設
定した場合、予測 F1（TI = 0.809）は適中、予測 F2

（TI = 0.469）は外れとなる。

4.11.3 検証結果の例
4.11.2節で定義した指標を用いての TI 算出例を図

4.11.5に示す。この例では、観測された線状降水帯A1

に対して、MSMによる予測（M1）および LFMによ
る予測（L1）の TI はそれぞれ 0.590および 0.400で、
観測と予測の類似度はM1の方が高い。また、TI が適
中とみなす閾値を 0.5と設定した場合、M1は適中とな
る一方、L1は観測と対応しないものとみなされる。こ
のように、評価指標 TI を用いることにより、線状降
水帯予測の数値予報モデル間の性能比較を客観的に行
うことが可能となる。
その他の検証例として、数値予報モデルによる線状
降水帯予測の位置ずれをどの程度許容するかにより、
線状降水帯予測の捕捉率がどのように変わりうるかを
図 4.11.6に示す。また、線状降水帯の条件を満たさな
いとしても周辺には強い降水を予測しているような状
況も考慮し、線状降水帯の検出条件のうち、最大降水
量を 150mm/3hから 130mm/3h、面積を 500 km2 か
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図 4.11.5 線状降水帯予測の TI 算出例。対象時刻は 2023
年 6月 2日 12時の実況資料と FT=12の予測結果を示す。
左上は解析雨量、左下はMSM、右下は LFMの前 3時間
降水量を示し、それぞれの図で A1, M1, L1 で示した降水
域は線状降水帯として検出した降水域を示す。右上は線状
降水帯として検出した降水域をまとめて示す。また左下、
右下の図では、M1, L1 で示した降水域の予測についての
TI 値を示す。

図 4.11.6 TIの閾値を変えた場合の捕捉率の変化（FT=15）。
検証期間はMSMは 2014年-2024年の 5-10月、LFMは
2023 年 6-10 月および 2024 年 5-10 月。MSM、LFM そ
れぞれについて、最大降水量、面積およびアスペクト比の
線状降水帯検出条件を緩和した場合の結果も示す。

ら 450 km2、アスペクト比を 2.5から 2.3に引き下げ、
条件を緩和した場合の結果も参考として併せて示す。
TI の閾値設定によって幅はあるものの、TI 閾値 0.5

あたりでみると、今回用いた設定ではMSMの捕捉率
は 0.1程度、LFMの捕捉率は 0.2から 0.3程度である
ことが分かる。

4.11.4 まとめ
本節では線状降水帯予測の評価の一環として検討中
の、降水の位置ずれを考慮した評価手法の内容とその
検証結果の例について示した。今回示した検証手法は
考慮に入れる要素の選択や利得関数の設定などに任意
性があるものの、線状降水帯予測の数値予報モデル間
の性能比較を位置ずれを考慮の上で客観的に行うこと
が可能となる。今後、検証事例をさらに蓄積するとと
もに、線状降水帯予測の時刻ずれの考慮やアンサンブ
ル予報の検証への応用など、数値予報モデルの特性把
握に有用な評価手法の検討を引き続き進めていく。
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